
別記第１号様式（標準事業／ハード事業分） 

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業・標準事業） 

事 業 実 施 概 要 書 

団体名  

事 業 名  事 業 区 分 
 

(新規・改修 

・修繕) 

 

 

事 業 期 間     年度～    年度 
 

総 事 業 費 
(          ) 

千円 
交付対象経費 

(          ) 
千円 

交付金要望額 
(          ) 

千円 

施 行 場 所 
(所在地) 

 実施方法 
 直営・請負・補助・委託 

(委託又は補助先：         ) 

予 算 措 置 ・当初予算計上      千円     ・補正対応(  月)       千円 

用地の状況 

取得済み・承諾済み・交渉中・その他 

 面 積        ㎡  

（相手方：         ） 

必要な許認
可等の状況 

名  称  

所管省庁  

許認可予定年月     年  月 

［事業の概要］ 関連計画等の名称 

 １ 地域重点プロジェクト 

２ 過疎地域自立促進計画 

３  

４  

５ 

［事業の目的(戦略)、効果］ 

 

［関連する施策、プロジェクト等の位置付け］ 

 

 



別記第１号様式附表１

団体名

　　　年度以前 　　　年度以降

事 業 内 容 数 量 単 価 金 額 金 額 事 業 内 容 数 量 単 価 金 額 金 額

小計

小計

計 千円　 千円　

算定額 千円　

財　　源　　計　　画

交
付
対
象
経
費
の
内
訳

施

行

事

項

計

　左のうち交付税措置の起債又は国庫補助金等が充当される額

全 体 計 画

事業名

算

定

式

　　　年度区
分

交
付
対
象

交
付
対
象
外



　　　年度以前 　　　年度以降

千円 千円 (　　　　　) 千円

千円 千円

交付税措置のある地方債 千円 千円 (　　　　　) 千円

交付税措置のない地方債 千円 千円 (　　　　　) 千円

振 興 基 金 千円 千円

そ の 他 千円 (　　)　　千円 (　　　　　) (　　)　　千円

千円 (　　)　　千円 (　　　　　) (　　)　　千円

千円 千円

千円 千円

　　　年度

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 千円
財

源

内

訳

内 訳

(　　　)

(　　　)

(　　　)

(　　　)

地 域 づ く り 総 合 交 付 金

千円

千円

千円

千円

全 体 計 画

(　　　)国 庫 支 出 金

注　(　)内には、国庫支出金や地方債の種別等を記載すること。

一 般 財 源 ( 自 己 資 金 )

地
方
債 千円

計

そ の 他



別記第１号様式附表２ 

管 理 運 営 ・ 利 用 計 画 調 書 

 

施 設 名  

                             

管 

理 

運 

営 

計 

画 

管理運営の方法 維持管理に要する収支見込み 

・直 営 
 
  配置職員数     人 
 
    正 職 員   人 
    非常勤職員   人 
    臨 時 職 員   人 
    そ の 他   人 
 
  新規採用 有（ 人）・無 
 
・委 託 
 
 ［委託先：          ］ 
 
  委託業務の範囲 

 

収   入 支   出 

 
使用料又は料金収入 

 
 
 
 
 
その他収入 

 
 
 
 
 
 
 
 
  計 

 

 
 

千円 

 

 

 

 

 

千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

千円 

 
職員給与費 

 
 
物件費 
 
 
維持補修費 
 
 
公債費 
 
 
その他の支出 
 
 
  計 

 

 
 

千円 

 

 

千円 

 

 

千円 

 

 

千円 

 

 

千円 

 

 

千円 

 収支差引額 千円 

利 
 
 
 

用 
 
 
 

計 
 
 
 

画 

利用対象地域 

類
似
施
設
の
状
況 

区  分 施 設 名 整備年度 施設規模等 

当該市町村 
   

   

利用見込人数 

近隣市町村 
   

   

［広域的な利用を図るための具体的方法］ 

［当該施設を活用するソフト事業の実施（予定）状況］ 

 



別記第１号様式附表３ 

農 業 振 興 施 設 等 整 備 事 業 の 概 要 

 

１ 事業実施主体（団体）の概要 

構成員数（うち農業者数）           人 （うち農業者      人） 

団体構成員 

の経営状況 

作物別経営面積 

 

家畜飼養頭数 

 

そ の 他 

 

 

２ 事業の目標 

項      目 
作付面積、受託面積、共同管理 
面積、共同出荷量、新規就農者 
数、加工生産・販売量  など 

現    況 
目     標 

（     年後） 

   

 

３ 機械・施設の管理・使用に関する計画 

機械・施設名 設置又は保管する場所 管理責任者 使用の方法 

    

    

  注）「使用の方法」欄には、誰がどのような方法により使用するのかを詳細に記入すること。 

 

※ 次の書類を添付すること。 
 （１） 団体規約及び団体構成員名簿（事業実施主体が農業協同組合及び市町村の場合は不要） 
 （２） 整備する施設の設計図書、機械・器具のカタログなど事業費積算の基礎資料 
 （３） 施設・機械等の規模・能力等の算出基礎資料 
 （４） 「施設・機械等利用規程」、「利用計画」等 
 （５） 「小規模長期リース農場整備モデル事業実施要領」（平成14年８月12日付け農改第538号農政

部長通知）第５の７の「事業実施実績書の写し」（当該事業を実施する者に限る。） 
 （６） その他事業の実施に関する資料 



別記第１号様式附表４ 

 

漁 業 振 興 設 備 等 整 備 事 業 の 概 要 

 

１ 事業の概要 

市 町 村 名  

事業実施主体名  

事 業 名  

事 業 期 間       年   月  ～     年   月 

受 益 戸 数  

 

２ 現有施設の状況 

年度 事 業 名 
事   業   内   容 

備  考 
構造・規模 台数 単 価 事 業 費 

   
台 円 円 

    

       

       

 

※ 次の書類を添付すること。 

 （１） 漁業者グループ等にあっては、構成員の名簿 

 （２） 位置図、施設図、施設配置図等の図面 

 （３） 整備する施設の設計図、機械のパンフレットなど事業費積算の基礎資料 

 （４） 運営計画 

 （５） 管理規定 

 （６） その他事業の実施に関する資料 



別記第１号様式附表５

市町村名

（単位：千円）

交付対象経費
（B）に係る
合併特例債

交付金（5%以内）
交付金加算分
（（Ｄ）以外）

交付金合計額
（Ｂ×12.5%以内）

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）＝＜（Ｂ）ー（Ｃ） （Ｅ） （Ｆ）＝（Ｄ）＋（Ｅ）

合　　　　　計 　　　　件 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地域づくり
総合交付金

合併特例債 一般財源 その他

合併市町村まちづくり推進事業　事業実施概要書総括表

総事業費
地　域　づ　く　り　総　合　交　付　金　算　定　内　訳左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　業　　　名
事業
期間 国庫支出金



別記第１号様式附表６ 

施設の長寿命化に資する維持管理計画 
 

  年  月策定 

団体名        

１ 対象施設 

施設名  

住所  

建設年度  築年数  

構造・面積  

計画策定以前の改

修・修繕状況 
 

設置条例名  

施設利用状況  

 

２ 修繕の目的 

 

 

３ 維持管理計画 

修繕計画  

 

 

 

点検計画  

 

 

 

建替・改修時期  

 

 

 
 
 

４ 修繕による効果 

 

 



別記第２号様式（標準事業／ソフト事業分） 

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業・標準事業）事業実施概要書 

（単位：千円） 

事 業 名  

事 業 期 間 年  月 ～    年  月 （    年  月  日） 

事業実施方法 直営・請負・委託 （委託先：                        ） 

事 業 主 体 名  

団 体 の 主 な 
活 動 内 容 

 

連 絡 先 住 所  

代表者職・氏名  

担当者職・氏名  

電 話 番 号  

設 立 年 月 日 年  月  日 

規則等の有無  有・無 (有の場合規則等添付) 

構 成 員 数 名 

事業費及び財源 

事  業  費 

費 

財 源 内 訳 

  
交付対象経費 

 
道交付金 

過疎債（過
疎債積立基
金取崩金） 

市町村 
補助金 

 
その他 

その他 
内訳 

自己資金 

一般財源 

        

市町村関与の状況 
（財政・人的支援、
設備の貸与など） 

※総合振興局長・振興

局長が適当と認め

る者のみ記載 

有・無 
（有の場合そ
の内容記載） 
 
 

過去３カ年 
の開催実績 

年  度 開催時期 開催場所 地域づくり総合交付金 

    年度   千円 

    年度   千円 

    年度   千円 

 事業の概要（事業の目的・必要性を含めて記載） 
 

関連する施策・プロジェクト等の位置付け 

 



実施・連携体制 

※規約（会則・

定款・組織図）、

役員（会員）名

簿を添付するこ

と 

【事業の実施体制】（事業を実施するに当たっての企画、運営、会計、交付申請等の責任者

や役割分担等を記載） 

【多様な主体による連携・協働】（関係市町村、市民などと連携・協働して事業を実施する

場合、その内容を記載） 

【外部への委託等】（事業遂行上の必要性から、外部に委託・発注等をする場合は、その必

要性や相手方の選定方法等を記載） 

事 業 の 効 果 【期待される効果及びその時期】 

 

【広域的な波及効果】 

 

【他分野への波及効果】 

【その他の効果】 

継続事業の調 ［１年目（    年度）］ ［２年目（    年度）］ ［３年目（    年度）］ ［３年目経過後］ 

【継続して地域に根ざすための取組・工夫】［継続事業は、前年度までの成果を踏まえてど

のように事業を発展させるのか］ 



（単位：千円） 

 

事業費内訳 

科   目 金  額 交付対象経費 備   考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合   計    



別記第２号様式（標準事業／ソフト事業分）附表１ 

権限移譲推進事業 要望調書 

                   団体名            

対象市町村等 初期投資に係る対象経費 

１ 新たに旅券法の事務を受ける市

町村等 

 

２ 新たに重点推進権限（旅券法除

く）２パッケージ以上の事務を受

ける市町村等 

  

パッケージ

番号 

パッケージ名 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

※１，２のいずれかに○をつけるこ

と。（１、２ともに該当する場合

は、１とする。） 

移譲リスト番号 パッケージ名 最小基本単位名 対象経費名 
金額  

（単位：円） 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

合計額（交付対象経費）  

道交付金希望額（交付対象経費×２分の１以内）  

 



別記第２号様式（標準事業／ソフト系事業分）附表２ 

地方創生推進交付金事業（先駆タイプ）関連事業調書 

団体名         

１ 地方創生推進交付金の交付を受けて実施する事業 

(1) 事業名                                   

(2) 事業内容 

 

(3) 総事業費                                円 

(4) 地方創生推進交付金の額（予定）                     円 

 

２ 地方創生推進交付金の交付を受けて実施する事業と関連させて実施する事業 

（地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）交付申請事業） 

(1) 事業名                                   

(2) 事業内容  

 

(3) 総事業費                                円 

(4) 交付対象経費                              円 

(5) 地方創生推進交付金の交付を受けて実施する事業と関連させて実施することによる 

地域創生の効果 

 

 



別記第３号様式

市町村名

総事業費 交付対象経費 交付基準額 交付金額

（円） （円） （円） （円）

（注）１　優先順位の順に記載すること。

　　　２　交付要綱別紙１－２に掲げる事業のうち、４～６、８、９及び11の事業については、附表１も提出すること。

地域づくり総合交付金　（地域づくり推進事業・福祉振興・介護保険基盤整備事業） 事業計画一覧

順位 市町村名 事業名 事業概略 備　　　考実施主体



別記第３号様式附表１

市町村名

（円）

構 造

階 数

規 模

工事種別

構 造

階 数

規 模

工事種別

構 造

階 数

規 模

工事種別

構 造

階 数

規 模

工事種別

（注）１　交付要綱別紙１－２に掲げる事業のうち、４～６、８、９及び11の事業について記載すること。

　　　２　工事種別は、新築、増築、改築、買収の別を記載すること。

　　　３　建物図面、所在地周辺地図、工事見積書、事業概要等の参考資料を添付すること。

　　　　　なお、事業概要については、交付申請時の関係書類を参照し、その内容についても網羅すること。

備　考交 付 対 象 経 費

交 付 金 額

市町村名
施 設 （ 建 築 物 ） の
名 称 （ 所 在 地 ）

施 設 （ 建 築 物 ）
の 状 況

総 事 業 費

工　期

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業・福祉振興・介護保険基盤整備事業）事業計画
施設設備一覧

事業名
総事業費 交付対象経費 交付金額

備　考
（円） （円） （円）



別記第4号様式

戸

戸

（支庁の意見）

注１：受益面積欄の上段（　）内は経営面積、下段は事業受益面積

注２：実績報告については、計画内容等を朱書訂正の上、提出すること

請負直営

個 人 そ の 他
資 金 計 画

（単位：千円）

予 定 工 期 令和　年　月　日　～　令和　年　月　日

総 事 業 費 交 付 金 市 町 村 費 融 資

(　　) (　　) (　　)

(　　) (　　)

戸 数その他 合 計
一
、

受
益
面
積
戸
数

二
、

事
　
業
　
計
　
画
　
の
　
内
　
容

備
　
　
考

（Ａ）

(　　)

(　　) (　　) (　　) (　　)

(　　) (　　) (　　) (　　)

草 地 樹園地

Ａ/Ｂ

比 率

（Ｂ）

計 画

(　　)

事業主体名

（令和　年　月　日）

計  画　概　要　図 主　要　工　事　の　内　容

(　　)

原 野

現 況

田 畑

現
　
　
　
　
　
況

地 区 名

飼 養 頭 羽
数

事 業 内 容

総合振興局・振興局名

主 要 作 物

事 業 工 種

市 町 村 名

所 在 地

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模土地改良事業）　　採択希望 （計画 ・ 実績） 概要書

計
画
の
目
的
必
要
性

そ
の
他
説
明
事
項

標　　　準　　　図 事　業　費　の　内　容

三
、

　
工
　
　
事
　
　
計
　
　
画
　
　
の
　
　
内
　
　
容



別記第 5号様式 

 

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・ 

小規模林道整備事業）事業計画概要書 

 

令和  年  月  日  

 

北海道  総合振興局・振興局長 様 

 

                           住  所 

                    交付事業者等 

                                                      氏 名                    

 

 令和  年度において次のとおり地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事

業・小規模林道整備事業）を実施したいので、事業計画概要書を提出します。 

事業区分 
事業

種別 

新

継

別 

路線名 

施行位置 当該年度実施予定計画 

地

域

森

林

計

画 

書

登

載

の

有

無 

振

興

山

村

指

定 

の

有

無 

 

 

   

過

疎

市

町

村 

該

当

の

有

無 

備考 

郡市 町村 幅員 

延長

又は

面積 

事業費 

      ｍ ｍ、㎡ 千円     

             

             

             

             

注１ 事業区分は、経営林道、山村活性化小規模基盤整備、林道周辺整備、環境改良、生産林道の別を

記入する。 

２ 事業種別は、開設、改良、施設の別を記入する。 

３ 改良事業のうち、橋りょう改良架替えの場合は橋幅及び橋長、塗装の場合は塗装面積、雪害防止

施設及び法面保全の場合は面積、舗装の場合は幅員延長を、それぞれ「幅員」及び「延長又は面積」

の欄に（   ）を付し、上段に記入すること。 

 ４ 改良、施設の場合は、「備考」欄に事業の種類を記入すること。ただし、局部改良にあっては曲線、

勾配、排水施設、待避所、防護施設、路側施設、路床路盤、土場施設及び踏切道の区分により記入

すること。 

 ５ 振興山村の指定については、指定が旧市町村である場合は、当該施行路線が旧市町村に位置する

場合のみ「有」と記入する。 

  



別記第 6 号様式 

 

生産林道整備事業予定計画書 

 

                                 令和  年  月  日 

 

   北海道  総合振興局・振興局長 様 

 

                           住所 

                    交付事業者等 

                           氏名                             

 

 令和  年度において次のとおり地域づくり総合事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事

業・小規模林道整備事業／生産林道整備事業）を実施したいので、事業予定計画書を提出します。 

 

記 

 

１ 事業計画内容 

路線名 施工箇所 
全体計画 施工済内容 当年度施工予定 

備考 
延長 幅員 事業費 延長 幅員 事業費 延長 幅員 事業費 

 

 

 

 

   ｍ 

 

   ｍ 

 

    千円 

 

   ｍ 

 

   ｍ 

 

    千円 

 

   ｍ 

 

   ｍ 

 

    千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 利用対象森林の現況 

路線名 
面   積 蓄   積 森林所

有者数 

制 限 林 

人工林 天然林 計 針葉樹 広葉樹 計 有無 種 類 

 

 

      ha 

 

      ha 

 

      ha 

 

     m3 

 

     m3 

 

     m3 

 

    名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 今後５年間の利用計画 

路線名 伐採量 
人工造林

面積   

人工林間

伐面積  

保育延べ

面積   
備      考 

 

 

       m3 

 

       ha 

 

       ha 

 

       ha 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第 7 号様式 

 

令和  年度地域づくり総合交付金  

（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模治山事業）計画  

 

                                                                     番     号 

                                                               令和  年  月  日 

 

        総合振興局・振興局長  様 

 

                                                     住所 

                                         交付事業者等 

                                                      氏名                    

 

 

  地域づくり総合交付金交付要綱に基づく、地域づくり推進事業（地域産業基盤整備事業・小規

模治山事業）を実施したいので、関係書類を添えて提出します。  

記 

（１）事業箇所別実施計画表 

（２）位 置 図 

（３）小規模治山等補助事業の施行に関する承諾書（写）  



別紙 

 

（１）令和  年度地域づくり総合交付金 

  （地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模治山事業）箇所別実施計画表  

箇         所        名 施設の維持管理に 

 関 す る 条 例 等         

保安林 

      郡(市)        町(村)        字    有   無  内 外 

   保 

   全 

  対 

  象 

  人      家  従業員１０人 

 以上の工場等 

公 共 施 設        そ の 他         他の事業

との関連 戸 数 世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工  種 

      計       画       決       定  

 摘 要 数  量 単  位 単  価 金  額 数  量 単  位 単  価 金  額 

          

工事費計          

事務雑費          

合  計          

備考１ 施設の維持管理に関する条例等の有無、保安林の内外欄はいずれかに○を付すこと。  

    ２  工種は「設計費作成要領」に準じ工事費及び事務雑費を記入し、合計を算出すること。  

    ３  保全対象のうち「その他」欄には、神社寺院等を記入すること。  

    ４  保全対象のうち「公共施設」欄には、種類別に数量を記入すること。  

    ５  付表として平面図、縦断面図、構造図等及び荒廃状況写真を添付すること。  

      ア  平 面 図         縮尺は 1/100～1/500 とし保全対象との関連を明らかにすること。  

      イ  縦 断 面 図        横縮尺は、平面図に合わせ、縦縮尺は平面図の５倍とする。  

      ウ  構    造    図         縮尺は 1/10～1/200 とし、主要工作物のみについて作成する。  

      エ  崩壊状況写真  (ア)崩壊の状況と工種の選択配置 

                        (イ)崩壊の状況と保全対象との関連 

        以上について十分判断できるものであること。 

 

（２）位 置 図 

    ア  縮  尺  ５万分の１管内図 

    イ  記入要領  関係市町村界を色別（赤ハッチング）し事業計画箇所を朱色の○で明示する。 



別記第８号様式 

 

令和 年度地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・船揚場整備事業）事業計画書 

 

 市町村名                                                                                                                                              （金額単位：千円） 

 

地区名 

海岸 

 

区分 

事業主体 事業種目 事業内容 

施工 

 

時期 

受益 

 

戸数 

利用 

 

隻数 

主要漁業 
隣接漁港名とその距離 

事業費 
負 担 区 分 事 業 に 対 す る       

市 町 村 長 の       

要 望 意 見       

優先 

 

順位 漁港名 陸 路 海 路 道 費 市町村費 漁 協 その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 月 

 

 

 

 

 

   戸 

 

 

 

 

 

   隻 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  km 

 

 

 

 

 

   km 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村合計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＊ 本調書に、別紙を添付すること。 

 

 



別紙 

 

令和 年度地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・船揚場整備事業）事業概要書  

 

 市町村名：                                                                                                                                            （金額単位：千円） 

 

事業種目 
 

 
事業主体 

 

 

 

 事業概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業実施地区 
 

 
管理主体 

 

 

現  況 

 

 

 

 

事業の目的 

 

及び必要性 

 

 

 

 

他施策との 

 

有機的関連 

 

 

 

 

事

業

の 

概

要 

事業内容 

 

 

 

 

事 業 費 

 

 

 

 

道 費 市町村費 漁業協同組合 その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

受益経営体数 

 

 

 

 

実施体制 

 

 

 

 

「記載要領」 

  （１）「現況」の欄は、実施地区における漁業の現況を、簡潔に記載すること。 

  （２）「事業の目的及び必要性」の欄は、事業の実施にあたり、どのような目的のもとに計画（将来５年程度を考慮）を立案し推進するのか、また、その結果どのような効果を期待する 

   のかを記載すること。 

  （３）「他施策との有機的関連」の欄は、他施策で行った事業又は将来行おうとしている計画事業と本事業との有機的関連を記載すること。 



別記第９号様式 

 

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・船揚場整備事業） 

事業計画（実績書） 

事
業
種
目 

事
業
主
体 

事
業
実
施
箇
所 

管
理
主
体 

受
益
戸
数 

事 

業 

量 

規 
 

格 

単 
 

価 

事 

業 

費 

負      担      区      分 
対
象
水
族 

備 
 

考 

道    費 市 町 村 費       漁業協同組合 そ  の  他 

金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 

    戸   円 円 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％   

                   

                   

                   

                   

 注 １ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・船揚場整備事業）に要する経費

に係る交付金の交付を申請し、又は当該交付金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

   ２ 「事業主体」及び「管理主体」（事業完了後における当該施設の管理責任主体）欄には、具体的に「○○市町村」、「○○

漁協」等と記載すること。 

   ３ 「事業費」欄には、上段に総事業費（負担区分の合計）を括弧書きし、下段に交付対象事業費を記載すること。 

   ４ 「単価」欄には、総事業費を事業量で除して得た数値の小数点以下１位を四捨五入した数値を記載すること。建物に機械

が附属する場合等は、建物単価と機械（一式）に区分して記載すること。 

   ５ 「負担区分」中「割合」欄には、交付対象事業費に対する割合を小数点以下２位まで算出し、小数点以下２位を四捨五入

した数値を記載すること。 

   ６ この様式には、次の書類等を添付すること。 

    (１) 申請の場合   実施設計書 

    (２) 実績報告の場合 精算書、事業の完了を証する写真及び契約書の写し 



別記第 10号様式 

船揚場整備事業全体事業計画書 

 

                                                                                                                                           （単位：千円） 

市町村名 地区名 事業主体 事業内容 
令和  年度 令和  年度 令和  年度 令和  年度 令和  年度 

備考 

事業費 交付金 事業費 交付金 事業費 交付金 事業費 交付金 事業費 交付金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注）複数年での事業実施を予定している場合は、備考欄にその旨を記載し、各年度の事業費・交付金をそれぞれ記載してください。                                                  

                                                                                           



　※運行エリアの地図を添付すること

構成員数

規則等の有無 有　　・　　無　　　　（有の場合規則等添付）

事業の効果

計

直営　　・　　請負　　・　　委託　（委託先：　　　　　　　　　　　）

交付対象者（市町村名）

団体の主な
活動内容

連絡先住所

事業主体名

代表者職・氏名

2　運行内容

車両
台数

１日当たり
運行回数

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業・集落維持・活性化促進事業・デマンド交通導入事業）

運行エリア
（系統名・路線名

等）

１ 事業の概要

事業名

事業期間

事業実施方法

年　　月～　　　年　　月

年間
運行日数

設立年月日

電話番号

対象集落名

事業の概要
(目的・必要性）

年間
輸送人員

実施概要書

別記第11号様式

年間
走行距離



円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

※ 実施主体の経費及び収入を記入すること

損益
（Ｂ）－（A）

 円

計（A）  

事業収入　（Ｂ） 円

委託費

その他経費 円

備品購入費

使用料
及び
賃借料

円

役務費  円

需用費 円

３　事業実施に要する経費等

科　　　　目 収　　支 左　　記　　の　　内　　訳 備　考

事
業
実
施
に
要
す
る
経
費

人件費 円



４　財源内訳

※ 事業実施主体の事業費等を記入すること

５　過去の実績及び将来見込み
（単位：千円）

区分
過去の実績 将来見込み

事
業
実
施
に
要
す
る
経
費

委託費

その他経費

計（A)

財源内訳

事業の内訳
事業費
（A)

　　　年度　　　年度　　　年度　　　年度　　　年度

現年度

人件費

需用費

役務費

使用料
及び賃借料

事業収入　（Ｂ）

　　　年度

交付対象
経費

（A)-（B）

収入等
（B)

損益
（Ｂ）－（A）

市町村
補助金

その他

内訳

自己
財源
一般
財源

道
交付金

過疎債

合計

(単位：千円）



別記第12号様式

※運行エリア・経路の地図を添付すること

年間
利用者数

年間
走行距離

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業・集落維持・活性化促進事業・集落巡回販売（買物支援）事業）

１ 事業の概要

事業名

年間
運行日数

2　運行内容

車両
台数

運行エリア・経路 対象集落名

計

交付対象者（市町村名）

事業主体名

団体の主な
活動内容

連絡先住所

代表者職・氏名

電話番号

設立年月日

規則等の有無 有　　・　　無　　　　（有の場合規則等添付）

構成員数

事業の効果

事業期間 年　　月～　　　年　　月

事業実施方法 直営　　・　　請負　　・　　委託　（委託先：　　　　　　　　　　　）

事業の概要
(目的・必要性）

実施概要書（ソフト事業）



円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

計（A）  

備品購入費

使用料
及び

賃借料

３　事業実施に要する経費等

委託費

その他経費 円

円

科　　　　目 左　　記　　の　　内　　訳 備　考収　　支

 円

事
業
実
施
に
要
す
る
経
費

人件費 円

需用費 円

役務費

事業収入　（Ｂ） 円

損益
（Ｂ）－（A）

 円

※ 実施主体の経費及び収入を記入すること



４　財源内訳

※ 事業実施主体の事業費等を記入すること

５　過去の実績及び将来見込み

合計

　　　年度 　　　年度 　　　年度 　　　年度 　　　年度

需用費

人件費

委託費

使用料
及び賃借料

役務費

その他経費

計（A)

(単位：千円）

事業の内訳
事業費
（A)

収入等
（B)

交付対象
経費

（A)-（B）

財源内訳

道
交付金

過疎債
市町村
補助金

自己
財源
一般
財源内訳

その他

（単位：千円）

区分
過去の実績 現年度 将来見込み

　　　年度

損益
（Ｂ）－（A）

事
業
実
施
に
要
す
る
経
費

事業収入　（Ｂ）



別記第13号様式

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業・集落維持・活性化促進事業・その他集落対策事業）

１ 事業の概要

事業名

交付対象者（市町村名）

事業主体名

団体の主な
活動内容

連絡先住所

代表者職・氏名

電話番号

設立年月日

規則等の有無 有　　・　　無　　　　（有の場合規則等添付）

構成員数

事業期間 年　　月～　　　年　　月

事業実施方法 直営　　・　　請負　　・　　委託　（委託先：　　　　　　　　　　　）

事業の概要
(目的・必要性）

事業の効果

実施概要書



円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

事業収入　（Ｂ）

円

収　　支科　　　　目

役務費  

円

事
業
実
施
に
要
す
る
経
費

備　考

計（A）  

 

円

円

人件費

需用費

※ 実施主体の経費及び収入を記入すること

損益
（Ｂ）－（A）

円

左　　記　　の　　内　　訳

その他経費

委託費

備品購入費

2　事業実施に要する経費等

使用料
及び

賃借料
円



４　財源内訳

※ 事業実施主体の事業費等を記入すること

4　過去の実績及び将来見込み

区分
過去の実績 現年度 将来見込み

　　　年度

合計

　　　年度 　　　年度 　　　年度 　　　年度 　　　年度

（単位：千円）

事
業
実
施
に
要
す
る
経
費

人件費

役務費

需用費

使用料
及び賃借料

委託費

損益
（Ｂ）－（A）

計（A)

収入等
（B)

交付対象
経費

（A)-（B）

財源内訳

道
交付金

過疎債
市町村
補助金

その他

内訳

事業の内訳
事業費
（A)

その他経費

自己
財源
一般
財源

(単位：千円）

事業収入　（Ｂ）



別記第14号様式 

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業・水資源保全推進事業） 

事業実施概要書 

市町村名           

事 業 名  

事業期間 令和  年度～令和  年度 

総事業費 千円 交付対象経費 千円 交付金要望額 千円 

施行場所 
(所在地)  

用地面積等 

全体計画               ㎡ 

うち水資源保全推進事業交付金 

         ㎡ 

＊買収の進捗状況 

取得済 ・ 承諾済 ・ 交渉中 ・ 

その他（            ） 

地目別面

積等内訳 

(交付金 

活用分) 

登記地目 
登記面積

（㎡） 
現況地目 

現況面積

（㎡） 
取得の相手方 備考 

      

      

計 －  －  －  

［事業の概要］ 

水資源保
全地域の
指定状況 

区域名 

 

指定年月日 

平成（令和）  年  月  日 

［事業の目的(戦略)、効果］ 

 

［関連する施策及び購入する土地が森林の場合は、森林法に定める市町村森林整備計画の位置付け］ 

 

注：「地目別面積等内訳」の欄が不足する場合は、別紙を添付すること。 

添付書類：１ 購入予定地が明示された水資源保全区域図  1部 

２ 購入する土地が森林の場合は、当該市町村森林整備計画書の写し １部



別記第 14号様式付表１ 

財  源  計  画 
 

事 業 名  

 

施 
 
 
 

行 
 
 
 

事 
 
 
 

項 

区分 
全体計画（起工 年度 ～ 完成 年度） 令和 年度以前 令和  年度 令和 年度以降 

事 業 内 容 面 積 金  額 金  額 事 業 内 容 面 積 金  額 金  額 

交 

付 

対 

象 

 ㎡ 千円 千円  ㎡ 千円 千円 

        

小  計        

交
付
対
象
外 

        

小  計        

合  計        

財
源
内
訳 

水資源保全推進事業交付金  千円 千円  千円  千円 

地 

方 

債 

地域活性化事業債  千円 千円  千円  千円 

そ の 他 の 地 方 債 (     ) 千円 千円    (       ) 千円 (    ) 千円 

振 興 基 金  千円 千円  千円  千円 

そ の 他 (     ) 千円 (    )     千円    (       ) 千円 (    ) 千円 

一般財源（自己資金）   千円    千円     千円  千円 

国  庫  支  出  金   千円 千円    千円  千円 

そ    の    他  千円 千円  千円  千円 

計  千円 千円  千円  千円 

市町村名               



別記第14号様式附表２ 

交 付 金 算 定 調 書 

市町村名           

事 業 名  事業期間 令和  年度 ～ 令和  年度 

交付対象 

経費の内訳 

施   行   事   項 

 

計 千円 
左のうち地域活性化事業
債又は他の地方債等が充
当される額 

千円 

算 定 式 

 

評価方法：             

算定額        千円 

 



 

 

別記第 15 号様式 

 

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業・デジタルチャレンジ推進事業） 

事業実施概要書 

 

１ 事業名 

事 業 名  

 

２ 実施団体の概要 

団体・組織名  

主たる事務所の

所 在 地 

 

実 施 責 任 者 

 

 

所属・役職・氏名  

電 話 番 号  

メールアドレス  

活 動 内 容 

 

 

構 成 員 数  

 

３ 共同実施団体の概要 

共同実施団体名 団体概要（団体の目的・活動内容など簡潔に記載） 

  

  

  

※システム構築の受注先候補など、実施団体と共同して事業を実施する団体を全て記載すること。 

 

  

プロジェクト 

リーダー 



 

 

４ 事業計画の概要 

①実施地域 ※「北海道◯◯市（町・村）」等と記載すること。 

 

②事業概要 ＜事業概要＞ 

※「④事業の具体的な内容」の内容を要約し，簡潔に記載すること。 

※地域が抱える課題、解決策、当年度の目標及び最終的な目標は必ず含めること。 

 

 

 

 

＜事業全体のイメージ図＞ 

※事業の全体概要を説明するイメージ図を添付すること。 

 

 

 

 

③事業の具体的

な内容 

※事業における AI、IoT 等のデジタル技術の利活用方法を具体的に記載すること（誰

が、いつ、どこで、何を、どのように等について）。 

 

 

 

④事業費 総事業費       円（うち補助対象経費         円） 



 

 

⑤事業実施予定

期間 

令和  年  月  日 から 令和  年  月  日 まで 

※３月３１日までの間で設定すること。なお、当該事業に要した経費の支払についても

３月３１日までの完了を要する。 

⑥事業の動機・

背景 

※事業を実施するきっかけや、地域の現状、課題について記載すること。 

 

 

 

 

⑦事業の成果目

標及び期待さ

れる効果 

※事業の成果目標及び事業が地域にもたらす効果について記載すること。 

※地域活性化、新産業の創出、環境負荷の低減について、どのような効果が見込めるか

について、できるだけ具体的に記載すること。 

※事業によりどのようなデータが取得できるか、そのデータが今後どのように利活用さ

れうるかについて、できるだけ具体的に記載すること。 

 

⑧事業の実現性 ※事業の計画性・妥当性について、具体的に記載すること。 

 

 

 

 

⑨新規性・独自

性 

※新しい取組や手法、工夫している点などについて記載すること。 

 

 

 

 

⑩地域への貢献 ※地域の協力が得られているか、事業実行により期待できる費用対効果などについて具

体的に記載すること。 

 

 

 

⑪継続性・発展

性 

※事業終了後も効果が継続できる取組であるか、他地域への普及が期待できるかについ

て記載すること。 

 

 

 

⑫特記事項 ※その他、事業に対して特記事項があれば記載すること。 

※過去に構築した既存のシステムや事業を活用する場合は、事業名・実施団体名、URL

等を明示すること。 

 

 

  



 

 

５ 実施体制 

※図等を用いて実施体制を分かりやすく記入すること。 

※事業期間中と事業期間終了後の実施体制を記入すること。 

※提案者のみならず、事業の実施に関わる者について本様式に役割、責任を明記すること。 

＜事業期間中＞ 

 

 

 

＜事業期間終了後＞ 

 

 

６ 各主体の役割 

No. 名  称 
役割及び責任 

※「５ 実施体制」に対応した主体別に役割を明確に記入すること。 

１   

２   

３   

 

７ 実施責任者（プロジェクトリーダー） 

氏名（ふりがな）  

勤務先及び職歴概要 

 

 

８ 連絡担当者 

No. 氏  名 

連  絡  先 

※所属、役職、氏名、住所、電話番号、メールアドレスを記入すること。 

※プロジェクトリーダーと同一でも良い。複数名を記載しても良い。 

１   

２   

３   

 


